別紙様式

　　年　　月　　日

（地方自治体等）
茨城大学長
共同研究員の勤務状況（　　　　年　　月分）について（報告）

茨城大学地域連携共同研究員要項(平成27年要項第20号)に係る「覚書」の第８に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．職名・氏名

２．勤務状況

	要勤務日数
	出勤日数
	欠勤日数
	出張日数
	休暇

	
	
	
	茨城大学
	地方自治体等
	年次休暇
	病気休暇
	特別休暇

	
	
	
	
	
	
	
	


３．その他参考事項

（参考）

覚書
（地方自治体等）職員を茨城大学産学官連携イノベーション創成機構（以下「機構」という。）の業務に従事させる場合におけるその身分等の取扱いについて、茨城県（以下「甲」という。）と国立大学法人茨城大学（以下「乙」という。」との間に次のとおり覚書を交換する。

第１　甲が乙の機構に茨城大学地域連携共同研究員（以下「共同研究員」という。）として駐在させる職員の職名及び氏名は、次のとおりとする。

職名
氏名
第２　共同研究員の受入期間は、　　　年　月　日から　　　年　月　日までとする。ただし、甲及び乙は、必要と認めるときは、双方協議のうえ、その期間を延長し、又は短縮することができる。

第３　乙は、共同研究員が十分な業務成果をあげられるよう可能な限り便宜を与える。

第４　共同研究員の給料及び手当並びに赴任、帰任及び甲の業務に伴う旅費は甲が負担し支給する。また、乙の業務に伴う旅費は、乙が負担し支給する。

第５　共同研究員の勤務時間その他の勤務条件及び服務については、甲の定めるところによる。ただし、乙の関係規定との間に矛盾が生じたときは、双方協議のうえ決定する。

第６　甲は、共同研究員に地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条第1項第1号から第3号、同条第2項各号及び第29条第1項各号に該当する事由が生じた場合には、乙の申し出に基づき、甲の関係規定を適用し、処分等を行う。この場合において、乙はいつでも当該共同研究員の受入を中止することができる。

第７　共同研究員が、業務中に災害を受けた場合の補償は、甲が甲の関係規定を適用し、その処理に当たる。

第８　乙は、共同研究員の勤務状況について、別紙様式により、月１回甲に通知する。

第９　その他共同研究員に関して必要な事項は、甲乙双方が協議して定める。

以上の覚書を証するため、本書２通を作成し、甲乙押印のうえ、甲乙が各1通を所持する。

　年　月　日

甲　　地方自治体等の長

乙　　国立大学法人茨城大学長

